


要約:

1.平成 6年 3月入学予定の極小未熟児239 名に対して全国 7施設において就学前発達検査

を共通プロトコールに従って実施した。その結果、明かな障害児が約 25%、完全に正常が

1/3 で、残りは境界か、知能が正常でも学習障害リスク群であった。

2．極小未熟児の 2歳児、3歳児用発達プロトコールを作成した。

3.全国 8 施設において明かな障害が見られない極小未熟児に対し 2 歳より early

intervention を実施中である。実施してまだ 6 ヵ月であるが、いろいろな効果がみられ

ている。

4.「保健婦の極小未熟児の早期保健指導の係わり方」の手引書を作成した。これは極小未

熟児が NICU を退院してから保健婦が早期介入を行う迄の期間の保健指導を行う手引書で

ある。就学前発達検査や早期介入の結果より、極小未熟児は地域において早期より何らか

の介入が必要であることがわかった。また現在我々が行っている早期介入システムが境界

児や軽度障害児の地域療育の1つのモデルとして役立つものと考えられる。


